
1 頁

そ

の推進を図るため、職

の

員を対象とした研修を

他

２回実施しました。
な

　

お、活動指標に位置づ

】

けられている文書保存

【

箱引継数の削減につい

協

ては、２０年度実績数

働

１８６０箱に対して２

：

１年度は２２
０２箱で

】

、３４０箱程度の増加

目

となりましたが、これ

的

は定額給付金関係書類

・

の保存などによるもの

目

です。

Ｂ：おおむね成

標

果があがった

事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

統合

種

文書管理システム推進

類

事業

総務部　行政総務

ハ

課

00－xxxxxx ー－xx0000 ○ ●

1

ド

1 市民と市がコミュニ

ソ

ケーションを重ね、相

フ

互の信頼関係を深める

ト

ために
行政改革の

01

根

市民と市がコミュニケ

拠

ーションを重ね、相互

法

の信頼関係を深めるた

令

めに
位置付け

03 誰も

等

が利用しやすい行政サ

対

ービスの提供

職員

□ □

象

□ □

行政文書を統合文

・

書管理システムで一元

受

管理することにより、

益

情報の共有化とペーパ

者

ーレス化を図るため、

事

文書の発生から廃
事務

業

処理の簡素化、効率化

期

、迅速化が図られてい

間

ます。 棄に至るまでを

委

電子的に管理すること

託

を推進します。

文書保

、

存箱引継数 箱

ペーパー

協

レス化による文書保存

働

箱の削減

1,173 1

【

,100 1,750 1

委

,700 1,650 1

託

,650

1,860 2

：

,202

- -

- - - -

3

データベース化された

セ

文書の割合 %

電子決裁

ク

文書数／文書管理シス

・

テムに登録された決裁

財

文書数×100

55 5

団

7 57 59 61 61

5

企

1 50

- -

- - - -

③

業

：遅れている

定額給付

Ｎ

金関係書類による保存

Ｐ

があったため

文書管理

Ｏ

システムの適切な利用



2 頁

位

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

施

0 0 0 0 0 0 0

0.0

策

0 0.00 0.00

0

へ

.00 1.05 0.6

の

0 0.60 0.60 0

貢

.60 0.60

0.0

献

0 0.00 0.00 0

高

.00 0.00 0.0

市

0 0.00

0 8,81

民

1 5,014 4,95

満

6 4,956 4,95

足

6 4,956

0 8,8

度

11 5,014 4,9

を

56 4,956 4,9

高

56 4,956

● ○ ○

め

○ ○ ○ ○

文書の電子化

る

は、情報の共有化だけ

方

でなくペーパーレス化

策

による財政健全化の効

業

果も期待できるため、

有

引き続き事業を継続し

効

て
いきます。

起案文書

性

全体に対する電子決済

継

文書の増加を進めるた

続

め、これに必要な環境

に

づくりに取り組みます

よ

。

行政文書の電子化に

る

むけて、さらなる職員

成

意識の改善を
進めるこ

果

とが必要と考えます。

向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

行政文書の電子化によ

出

る一元管理は、事務処

総

理の簡素化
●□ 、効率

合

化、迅速化に寄与する

評

ものです。

□ ○
■
□ 統

価

合文書管理システムを

市

推進することにより、

民

情報の共
●□ 有化とペ

ニ

ーパーレス化が図られ

ー

ます。

□ ○
■
■ データ

ズ

化による情報の共有、

高

文書保存箱の引継数の

事

削減
●

□ が図られます

業

。
○

□
○

□
□ 文書管理

目

システムの運営コスト

的

の削減についての検討

の

を
○

□ 、引き続き行い

達

ます。
●

□
○

■

起案文

成

書等において、紙決裁

状

に慣れている職員が電

況

子決済に移行しやすい

必

環境を、全庁的に構築

要

していくことが必要と

性

なります
。

情報蓄積、

市

共有化情報蓄積、共有

の

化情報蓄積、共有化情

関

報蓄積、共有化情報蓄

与

積、共有化情報蓄積、

の

共有化

及びペーパーレ

必

ス及びペーパーレス及

要

びペーパーレス及びペ

性

ーパーレス及びペーパ

低

ーレス及びペーパーレ

事

ス

化の推進 化の推進 化

そ

の推進 化の推進 化の推

の

進 化の推進

0 0 0 0 0

他

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

上

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0



1 頁

そ

ージ上で地図サービス

の

が普及したため

電子化

他

された住宅地図に各課

　

の業務地図情報を取り

】

込み、グループウェア

【

を利用した地図情報シ

協

ステムにより、庁内の

働

地図情報
の共有化が進

：

んでいます。また、公

】

共施設の地図案内をホ

目

ームページ上にて公開

的

し、市民の利便性向上

・

を図りました。

Ｂ：お

目

おむね成果があがった

標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

地図

種

情報システム利用推進

類

事業

企画部　広報・情

ハ

報政策課

01－020 ー106－070000 ド○ ●

11 市民と市がコ

ソ

ミュニケーションを重

フ

ね、相互の信頼関係を

ト

深めるために
行政改革

根

の
01 市民と市がコミ

拠

ュニケーションを重ね

法

、相互の信頼関係を深

令

めるために
位置付け

0

等

3 誰もが利用しやすい

対

行政サービスの提供

職象 員、ホームページ閲覧・ 者（市民）      受         ～ 益 平成２１年度

□ ■ □ □

者

庁内の地図情報の共有

事

化がさらに進み、市民

業

公開型の地図情報 庁内

期

の地図情報の共有化を

間

図るとともに、質の高

委

いサービスを
を充実し

託

た内容で提供すること

、

により、質の高いサー

協

ビスが提 提供するため

働

、公共施設などの地図

【

情報を市民向けに発信

委

しま
供されています。

託

す。

庁内地図情報シス

：

テムの地図データ数 件

3

各課が整備した地図情

セ

報の件数

100 110

ク

97 97

市民公開型地

・

図情報システムのアク

財

セス件数 件

ホームペー

団

ジ上に整備した「公共

企

施設地図案内」へのア

業

クセス件数

1,000

Ｎ

12,000

11,9

Ｐ

01 9,417

②：若

Ｏ

干遅れている

ホームペ



2 頁

位

.00 0.00 0.0

施

0 0.00 0.00 0

策

.00

0 2,770 3

へ

,426 0 0 0 0

0 2

の

,770 7,275 0

貢

0 0 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

献

平成22年度からはI

高

CT活用推進事業に統

市

合し、庁内の地図情報

民

の共有化を図り、市民

満

公開型の地図情報の充

足

実に向けた検討を進
め

度

ます。

平成22年度か

を

らはICT活用推進事

高

業に統合し、庁内の地

め

図情報の共有化を図り

る

、市民公開型の地図情

方

報の充実に向けた検討

策

を進
めます。

ICT活

業

用推進事業に統合し、

有

システムの安定的運用

効

と改
善に努めていきま

性

す。

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

地図情報の共有化を図

出

ることにより、地図に

総

対する二重
●■ 投資の

合

削減、業務の効率化が

評

図られます。

□ ○
□
□

価

公共施設地図案内を公

市

開することで、市民の

民

利便性も向
●■ 上しま

ニ

す。

■ ○
□
■ 電子デー

ー

タ化した地図情報の共

ズ

有化を進めることによ

高

り
○

□ 、質の高い行政

事

サービスが可能となり

業

ます。
●

□
○

□
■ 現行

目

の地図情報システムの

的

見直し・改善を検討し

の

、効率
○

□ 性の高いシ

達

ステムの研究をします

成

。
●

□
○

□

各課の地図

状

情報データ整備と庁内

況

共有化の促進を図ると

必

ともに、市民へ公開で

要

きる地図情報について

性

検討を進めていきます

市

。

システム利用促進シ

の

ステム利用促進

、内容

関

の継続的改、内容の継

与

続的改

善 善、ベースマ

の

ップ

の整備

0 0 0 0 0

必

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

要

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

性

0 0 0

0 0 3,849

低

0 0 0 0

0 0 3,84

事

9 0 0 0 0

0.00 0

そ

.00 0.00

0.0

の

0 0.33 0.41 0

他

.00 0.00 0.0

上

0 0.00

0.00 0



1 頁

そ

0

①：予定どおり

電子

の

納品の本格導入に向け

他

た環境整備と、工事写

　

真の電子化を実施しま

】

した。また、電子化に

【

より保存文書が削減さ

協

れました。

Ｂ：おおむ

働

ね成果があがった

： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

工事

種

書類電子納品化事業

総

類

務部　契約検査課

01 ハ－020101－14 ー0000 ○ ●

11 市民

ド

と市がコミュニケーシ

ソ

ョンを重ね、相互の信

フ

頼関係を深めるために

ト

行政改革の
01 市民と

根

市がコミュニケーショ

拠

ンを重ね、相互の信頼

法

関係を深めるために
位

令

置付け
03 誰もが利用

等

しやすい行政サービス

対

の提供

       象       ～ 平成・ ２４年度

□ □ □ □

工事

受

書類及び委託成果品を

益

電子納品化することに

者

より、担当者 担当者間

事

でのデータの共有化を

業

図るとともに、保存文

期

書の削減
間でのデータ

間

の共有化が図られると

委

ともに、保存文書が削

託

減さ のため、工事請負

、

業者が作成する施工・

協

品質管理などの書類や

働

れています。 工事写真

【

について、電子データ

委

によって納品する電子

託

納品にし
ます。

電子納

：

品化率 %

電子納品化さ

3

れた件数／総件数×1

セ

00

1 5 10 70 90

ク

-

5 14

共有データの

・

活用 %

電子納品化され

財

た委託成果品件数／総

団

委託件数×100

- 1

企

5 50 90 100 -

-

業

10

引継文書保存箱数

Ｎ

個

工事書類削減箱数

4

Ｐ

00 350 280 15

Ｏ

0 120 -

390 35



2 頁

位

への情報提供が必要で

施

す。

工事等受注者への

策

工事等受注者への本格

へ

導入への取り本格導入

の

（次年度本格導入と事

貢

業内事業内容の見直し

献

普及促進と事業内普及

高

促進と事業内組みと事

市

業内容の以降）への取

民

り組容の見直し 等

容の

満

見直し 容の見直し 見直

足

し みと事業内容の見

直

度

し

0 0 0 0 0 0 0

0 0

を

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

高

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

め

0 848 1,050 1

る

,204 1,204 1

方

,204

0 0 848 1

策

,050 1,204 1

業

,204 1,204

0

有

.00 0.00 0.0

効

0

0.00 0.90 0

性

.90 0.90 0.9

継

0 0.90 0.90

0

続

.00 0.00 0.0

に

0 0.00 0.00 0

よ

.00 0.00

0 7,

る

552 7,521 7,

成

434 7,434 7,

果

434 7,434

0 7

向

,552 8,369 8

上

,484 8,638 8

の

,638 8,638

○

可

● ○ ○ ○ ○ ○

段階的導

能

入の２年度目であるた

性

め、対象工事費等の金

低

額を引き下げ、より多

そ

くの電子納品が実施さ

の

れるようにします。

対

他

象工事費を設定し、実

事

施対象となる工事、委

業

託を確定します。
職員

の

の研修を行い、成果品

目

の検収を遅滞なく行い

的

、また、請負事業者へ

､

の指導を実施します。

対

実施内容を検証し、ガ

象

イドライン、基準等の

､

見直しを行います。
業

内

者への説明会等も実施

容

し、段階的実施に向け

分

て順調に
推移しており

高

ます。

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

電子納品化の段階的導

出

入をおこない、請負事

総

業者による
●■ 成果品

合

の提出が問題なくされ

評

るよう、説明会等を開

価

催し

□ 、内容を徹底さ

市

せます。 ○
□
□ 職員は

民

もとより、請負事業者

ニ

においても電子データ

ー

での
●□ 管理ができ、

ズ

電子メール等の活用で

高

打合せ時間や図面修

■

事

正等に要する時間を短

業

縮し、時間の有効活用

目

ができるこ ○
□ とで、

的

工事・委託の質の向上

の

を期待されます。

■ 国

達

及び県が推進している

成

「公共事業支援統合シ

状

ステム（
●

□ CALS

況

／EC）に即したシス

必

テムの導入であり、工

要

事書類の
○

□ 電子化と

性

請負事業者の能力向上

市

を目指します。
○

□
■

の

工事写真、設計図等を

関

電子化することにより

与

、紙資源の
●

■ 減量化

の

・引継ぎ書類の保管ス

必

ペースの削減・データ

要

共有
○

□ を図ることに

性

より、標準化や設計時

低

間等の短縮が期待さ
○

事

□ れます。

段階的実施

そ

に伴い正しい電子納品

の

が実施できるよう、試

他

行結果の検証・分析を

上

行い、職員及び受注者



1 頁

そ

入札で実施しました。

の

Ａ：成果があがった

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

電子

種

入札システム活用事業

類

総務部　契約検査課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
03 誰もが利

等

用しやすい行政サービ

対

スの提供

職員・事業者象           ・    ～ 平成２４年受 度

■ □ □ □

電子入札シ

益

ステムの活用により、

者

入札手続の透明性・競

事

争性の 入札手続の透明

業

性を図るため、契約検

期

査課が発注する物品・

間

一
向上を図ります。 般

委

業務委託の入札を電子

託

入札システムで行いま

、

す。

業種数 種

平成21

協

年度：2種、平成22

働

年度：2種　平成23

【

年度：2種　平成24

委

年度：全面実施

8 10

託

12 14 62 -

8 10

：

- -

- - - -

電子入札

3

執行率 %

電子入札執行

セ

件数／契約主管課発注

ク

の物品・一般業務委託

・

全入札件数×100

4

財

0 60 80 85 86 -

団

40 60

- -

- - - -

企

①：予定どおり

物品に

業

ついては、電子入札の

Ｎ

対象範囲を拡大し、契

Ｐ

約検査課からの発注す

Ｏ

る清掃業務委託も電子



2 頁

位

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

施

0 0

0.00 0.00

策

0.00

0.00 2.

へ

40 2.40 3.40

の

3.40 3.40 0.

貢

00

0.00 0.00

献

0.00 0.00 0.

高

00 0.00 0.00

市

0 20,139 20,

民

055 28,081 2

満

8,081 28,08

足

1 0

0 20,139 2

度

0,055 28,08

を

1 28,081 28,

高

081 0

● ○ ○ ○ ○ ○

め

○

平成２４年度に物品

る

について電子入札を全

方

面実施します。

平成２

策

４年度の物品の電子入

業

札全面実施に向けて、

有

準備作業を行います。

効

物品については、電子

性

入札の対象範囲を拡大

継

し、入札手
続きの透明

続

性の向上が図られまし

に

た。

よる成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

事業者の手間が軽減さ

出

れるとともに、市にと

総

っては入札
●□ 関連業

合

務の効率化と透明性が

評

向上されます。

■ ○
□

価

□ 競争原理に基づくコ

市

スト削減効果が期待で

民

きます。
●□

■ ○
□
■

ニ

経済性とともに、地元

ー

中小事業者の受注の機

ズ

会の増大が
●

□ 図られ

高

ます。
○

■
○

□
■ かな

事

がわ電子入札システム

業

（神奈川県、県内２８

目

市町村
●

□ 、県内広域

的

水道企業団が共同で運

の

営）を活用した運営を

達

○
□ 図ります。

○
□

平

成

成２４年度の電子入札

状

全面実施に向けて、対

況

象業種登録者への周知

必

の徹底が必要です。

拡

要

大範囲（業種）拡大範

性

囲（業種）拡大範囲（

市

業種）電子入札の全面

の

実電子入札の全面実（

関

運用）

の検討、拡大対

与

象の検討、拡大対象の

の

検討、拡大対象施に向

必

けた準備、施、拡大対

要

象業種

業種登録者への

性

周業種登録者への周業

低

種登録者への周拡大対

事

象業種登録登録者への

そ

周知

知 知 知 者への周知

の

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

他

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

上

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

電子

種

申請システム利用推進

類

事業

企画部　広報・情

ハ

報政策課

01－020 ー106－080000 ド○ ●

11 市民と市がコ

ソ

ミュニケーションを重

フ

ね、相互の信頼関係を

ト

深めるために
行政改革

根

の
01 市民と市がコミ

拠

ュニケーションを重ね

法

、相互の信頼関係を深

令

めるために
位置付け

0

等

3 誰もが利用しやすい

対

行政サービスの提供

 象           ・   ～ 平成２１年度受

□ □ □ □

電子申請シス

益

テムが充実し、利用の

者

拡大が進んでいます。

事

市民が窓口に出向かな

業

くても申請・届出がで

期

きるようにするた
め、

間

インターネットを利用

委

した電子申請・届出の

託

システムを充
実します

、

。

利用登録者数（累計

協

） 人

－

320 360

4

働

57 606

利用件数 件

【

－

130 270

211

委

144

①：予定どおり

託

電子申請利用の周知（

：

ホームページ及び広報

3

紙）と手続き数拡大の

セ

ための庁内調整を行い

ク

ました。

Ｃ：十分に成

・

果をあげることができ

財

なかった

団 企業 ＮＰＯ



2 頁

位

0 0 0

0.00 0.0

施

0 0.00

0.00 0

策

.73 0.53 0.0

へ

0 0.00 0.00 0

の

.00

0.00 0.0

貢

0 0.00 0.00 0

献

.00 0.00 0.0

高

0

0 6,126 4,4

市

29 0 0 0 0

0 6,1

民

26 16,567 0 0

満

0 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

平

足

成22年度からはIC

度

T活用推進事業に統合

を

し、電子申請システム

高

の充実のため、利用の

め

拡大を進めていきます

る

。

平成22年度からは

方

ICT活用推進事業に

策

統合し、電子申請でき

業

る手続きを増やすため

有

に、庁内折衝を進めま

効

す。

ICT事業に統合

性

し、電子申請できる手

継

続きの増に努める
とと

続

もに、利用の推進にあ

に

たり、課題を整理して

よ

最適な
方策を検討して

る

いきます。

成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

電子申請は、２４時間

出

、インターネットを介

総

して利用で
●■ きるの

合

で、利便性の向上のた

評

めにもシステムの充実

価

が必

□ 要です。 ○
□
□

市

市民が窓口に出向かな

民

くても、申請・届出が

ニ

できるよう
●■ になり

ー

ます。

■ ○
□
■ 市民の

ズ

利便性が向上するとと

高

もに、従来の業務の効

事

率化
○

□ も図られます

業

。
●

□
○

□
■ 県及び３

目

０市町村の共同利用シ

的

ステムであるため、共

の

同
○

□ 運営協議会の中

達

で、事業の効率化につ

成

いて検討していき
●

□

状

ます。
○

□

現状では、

況

インターネットを利用

必

して申請・届出はでき

要

ますが、手数料の支払

性

いや証明書等の受け取

市

りは窓口に出向かなけ

の

れば
ならないので、こ

関

の課題点解決が今後の

与

利用拡大を図るための

の

ポイントと考えていま

必

す。

手続きの追加検討

要

手続の追加検討と

と担

性

当課協議 担当課協議、

低

アン

ケートの実施、分

事

析

0 0 0 0 0 0 0

0 0

そ

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

の

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

他

0 12,138 0 0 0

上

0

0 0 12,138 0



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

よく

種

ある質問（ＦＡＱ）推

類

進事業

企画部　広報・

ハ

情報政策課

01－02 ー0106－09000 ド0 ○ ●

11 市民と市が

ソ

コミュニケーションを

フ

重ね、相互の信頼関係

ト

を深めるために
行政改

根

革の
01 市民と市がコ

拠

ミュニケーションを重

法

ね、相互の信頼関係を

令

深めるために
位置付け

等

03 誰もが利用しやす

対

い行政サービスの提供

象           ・    ～ 平成２１年受 度

□ □ □ □

市民が市の

益

ホームページを利用し

者

、疑問や不明点を自己

事

解決し 市民が疑問や不

業

明点を自己解決できる

期

ようにするため、よく

間

あ
ています。 る質問と

委

回答をデータベース化

託

し、ホームページにわ

、

かりやす
く掲載します

協

。

ＦＡＱ掲載件数 件

デ

働

ータベース化したＦＡ

【

Ｑ件数

250 300

3

委

13 316

ＦＡＱアク

託

セス件数（累計） 件

－

：

20,000 80,0

3

00

66,386 84

セ

,498

①：予定どお

ク

り

よくある質問とその

・

回答集（ＦＡＱ)の整

財

備を進め、市民の利便

団

性向上を図りました。

企

Ａ：成果があがった

業 ＮＰＯ



2 頁

位

0

0.00 0.43 0

施

.31 0.00 0.0

策

0 0.00 0.00

0

へ

.00 0.00 0.0

の

0 0.00 0.00 0

貢

.00 0.00

0 3,

献

609 2,591 0 0

高

0 0

0 3,609 4,

市

989 0 0 0 0

○ ○ ○

民

○ ○ ○ ●

平成22年度

満

からはICT活用推進

足

事業に統合して推進し

度

ます。

平成22年度か

を

らはICT活用推進事

高

業に統合し、データベ

め

ースを充実させるため

る

、各課へ整備促進を図

方

るとともに、ホームペ

策

ージ
にわかりやすく掲

業

載します。

ICT活用

有

推進事業に統合し、Ｆ

効

ＡＱ（よくある質問）

性

の
データベースを充実

継

させるとともに、シス

続

テムの改善検
討に努め

に

ていきます。

よる成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民が疑問や不明点を

出

、ホームページ上で自

総

己解決でき
●□ ること

合

のニーズはあると考え

評

ます。

□ ○
□
□ 市民が

価

疑問や不明点を、時間

市

に関係なく、ホームペ

民

ージ
●■ 上で自己解決

ニ

できるので、満足感は

ー

得られると考えます

□

ズ

。 ○
□
■ 市民が疑問や

高

不明点を、ホームペー

事

ジ上で自己解決でき
○

業

□ るようにするため、

目

データベースの充実を

的

図ることで妥
●

□ 当性

の

を高めていくと考えま

達

す。
○

□
■ 市民が疑問

成

や不明点を、ホームペ

状

ージ上で自己解決でき

況

○
□ る仕組みについて

必

、改善点を把握して、

要

構築業者に是正
●

□ を

性

求めていきます。
○

□

市

よくある質問とその回

の

答集（ＦＡＱ）の整備

関

を進め、市民の利便性

与

向上を図っております

の

。

ＦＡＱ項目数の追Ｆ

必

ＡＱ項目数の追

加等整

要

理と利用状加等整理と

性

利用状

況把握 況把握

0

低

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

事

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

そ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 2

の

,398 0 0 0 0

0 0

他

2,398 0 0 0 0

0

上

.00 0.00 0.0



1 頁

そ

業務の実態調査を各担

の

当課に対して行うとと

他

もに、ヒアリングを実

　

施してワンストップサ

】

ービ
スのあり方を研究

【

し、新庁舎窓口フロア

協

の配置設計にこれを反

働

映させるために庁舎建

：

設室との調整を行いま

】

した。

Ａ：成果があが

目

った

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

新庁

種

舎のワンストップサー

類

ビス推進事業

総務部　

ハ

行政総務課

00－xx ーxxxx－xx000 ド0 ○ ●

11 市民と市が

ソ

コミュニケーションを

フ

重ね、相互の信頼関係

ト

を深めるために
行政改

根

革の
01 市民と市がコ

拠

ミュニケーションを重

法

ね、相互の信頼関係を

令

深めるために
位置付け

等

03 誰もが利用しやす

対

い行政サービスの提供

象 市民         ・      ～ 平成２受 １年度

□ □ □ □

平成2

益

2年度から平成23年

者

度に建設工事を行い、

事

平成24年度供用 新庁

業

舎建設計画で平成20

期

年度から平成21年度

間

に予定している基
開始

委

予定の新庁舎について

託

、手続きに訪れる市民

、

の利便性を考 本設計と

協

実施設計の実施ととも

働

に、市民の利便性を確

【

保するた
慮した窓口業

委

務等の配置のあり方が

託

検討され、新庁舎建設

：

計画 め、新庁舎の窓口

3

業務や窓口の配置等に

セ

ついて検討を行います

ク

の基本設計、実施設計

・

に反映されています。

財

。

検討の進捗状況 %

平

団

成20年度：検討80

企

％、平成21年度：設

業

計への反映20％

80

Ｎ

100

80 100

①：

Ｐ

予定どおり

市民の異動

Ｏ

手続きに関連する窓口



2 頁

位

0.00 0.00

0 2

施

,518 2,089 0

策

0 0 0

0 2,518 2

へ

,089 0 0 0 0

○ ○

の

○ ○ ○ ● ○

検討につい

貢

ては、新庁舎建設計画

献

の基本設計、実施設計

高

に反映されることで完

市

了となります。

ワンス

民

トップサービスの実現

満

は、市民の利便性の向

足

上に
大きく寄与するも

度

のと考えます。

を高める方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民が市役所内の窓口

出

を転々と回るという不

総

便を解消す
●□ ること

合

は、重要な事項です。

評

□ ○
□
□ ワンストップ

価

サービスと総称される

市

効率的な窓口サービ
●

民

■ スは、市民満足度の

ニ

向上が大いに期待でき

ー

ます。

□ ○
□
■ 市民の

ズ

利便性を向上できるワ

高

ンストップサービスの

事

妥当
●

□ 性は、言うま

業

でもありません。
○

□

目

○
□
□ この事業の成果

的

としてのワンストップ

の

サービスは、効率
●

□

達

性の高いものであるも

成

のと考えます。
○

□
○

状

■

ワンストップサービ

況

スの窓口において提供

必

する具体的な業務の検

要

討が必要です。

ワンス

性

トップサー窓口配置、

市

業務等

ビスとしての窓

の

口の検討、基本設計

配

関

置、業務等の検及び実

与

施設計への

討 反映

0 0

の

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

必

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

要

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

性

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

低

0.00 0.00 0.

事

00

0.00 0.30

そ

0.25 0.00 0.

の

00 0.00 0.00

他

0.00 0.00 0.

上

00 0.00 0.00



1 頁

そ

-

- - - -

①：予定ど

の

おり

住民基本台帳カー

他

ド普及促進に向けて、

　

課内検討会議を開催し

】

、国の施策や先進自治

【

体の事例を研究すると

協

ともに自動交付機の
導

働

入に関する課題につい

：

て協議しました。

Ｂ：

】

おおむね成果があがっ

目

た

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

住民

種

基本台帳カード普及推

類

進事業

市民部　市民課

ハ00－xxxxxx－ ーxx0000 ○ ●

11

ド

市民と市がコミュニケ

ソ

ーションを重ね、相互

フ

の信頼関係を深めるた

ト

めに
行政改革の

01 市

根

民と市がコミュニケー

拠

ションを重ね、相互の

法

信頼関係を深めるため

令

に
位置付け

03 誰もが

等

利用しやすい行政サー

対

ビスの提供

住民基本台

象

帳法

市民　証明書等交・ 付申請者 平成２０年度受  ～ 平成２２年度

□

益

□ □ □

住民基本台帳カ

者

ードが普及することに

事

より、窓口利用の利便

業

性 行政サービスの利便

期

性向上のため、住基カ

間

ードを利用した行政
が

委

向上し、誰もが利用し

託

やすい行政サービスが

、

提供されていま サービ

協

スを拡充することなど

働

によりカードの普及を

【

推進します
す。 。また

委

、住基カードで利用で

託

きる自動交付機を市内

：

公共施設に
設置します

3

。

普及促進に向けた周

セ

知回数、検討会議の開

ク

催回数 回

住民基本台帳

・

カードの普及促進に向

財

けた周知回数、検討会

団

議の開催回数

2 4 4

2

企

4

- -

- - - -

住基カ

業

ード発行総数（累計）

Ｎ

枚

－

5,000 10,

Ｐ

000 10,000

5

Ｏ

,558 7,572

-



2 頁

位

0.00 0.00 0.

施

00 0.00 0.00

策

0 1,679 1,67

へ

2 1,322 1,32

の

2 0 0

0 1,679 1

貢

,672 1,322 1

献

,322 0 0

● ○ ○ ○

高

○ ○ ○

利便性向上のた

市

めに住民基本台帳カー

民

ドの普及を図り、自動

満

交付機の設置をめざし

足

てきましたが、先行実

度

施団体において試験的

を

にスタートしたコンビ

高

ニエンスストアにおけ

め

る証明書等の交付の今

る

後の動向を踏まえて事

方

業内容を見直すため、

策

本事業は事務事
業とし

業

て進行管理していきま

有

す。

住基カードの普及

効

促進を推進します。

住

性

基カードの本人確認機

継

能やeＴＡＸ申請の利

続

便性から
交付枚数は増

に

加しており、引き続き

よ

普及啓発と交付体制
の

る

確保に努めていきます

成

。自動交付機の導入に

果

ついては
費用対効果な

向

ど大きな課題があるた

上

め慎重に検討すべき
と

の

考えます。

可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

住民サービスの向上、

出

行政サービスの効率化

総

のために、
●■ 住基カ

合

ードの普及促進への取

評

組みは必要です。

■ ○

価

□
□ 住基カードを利用

市

した行政サービスの拡

民

充は、住民の利
●■ 便

ニ

性が向上します。

□ ○

ー

□
■ 住基カードは、電

ズ

子政府・電子自治体の

高

基礎であり、国
●

□ も

事

普及促進を推進してい

業

ます。
○

□
○

□
□ 行政

目

事務が効率化します。

的

○
■

●
□

○
□

住基カー

の

ドの交付枚数の増加に

達

向けた発行体制の確保

成

が課題です。

住民基本

状

台帳カー住民基本台帳

況

カー住民基本台帳カー

必

住民基本台帳カー

ドを

要

利用したサードを利用

性

したサードの普及推進

市

、住ドの普及推進、住

の

ビスの検討及び推ビス

関

の検討及び推民票等自

与

動交付機民票等自動交

の

付機

進 進 の整備 の整備

必

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

要

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

性

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

低

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

事

0 0

0.00 0.00

そ

0.00

0.00 0.

の

20 0.20 0.16

他

0.16 0.00 0.

上

00

0.00 0.00



1 頁

そ

十分に成果をあげるこ

の

とができなかった

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

市民

種

窓口センター機能充実

類

事業

市民部　市民課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
03 誰もが利

等

用しやすい行政サービ

対

スの提供

住民基本台帳

象

法

住民異動届出者 平成・ ２０年度 ～ 平成２受 １年度

□ □ □ □

市民窓

益

口センターの取扱業務

者

が充実し、市民が身近

事

な場所で証 行政サービ

業

スの利便性向上のため

期

、住民異動の届出（除

間

く戸籍
明書などの交付

委

や転入、転出、転居な

託

どの届出の申請ができ

、

る 関係届出）ができる

協

よう、市民窓口センタ

働

ーの機能を充実しま
よ

【

うになっています。 す

委

。

機能が充実した市民

託

窓口センター設置数 か

：

所

市民窓口センターの

3

設置数

- - 1

- -

- -

セ

- -

機能が充実した市

ク

民窓口センターでの取

・

扱件数 件

－

- - 1,0

財

00

- -

- - - -

①：

団

予定どおり

近隣自治体

企

のケースを分析して課

業

題を整理しました。
事

Ｎ

業の有用性を多方面か

Ｐ

ら検討し、方向性を取

Ｏ

りまとめました。

Ｃ：



2 頁

位

検討 の検討

0 0 0 0 0

施

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

策

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

へ

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

の

0 0 0 0 0 0 0

0.0

貢

0 0.00 0.00

0

献

.00 0.25 0.2

高

5 0.00 0.00 0

市

.00 0.00

0.0

民

0 0.00 0.00 0

満

.00 0.00 0.0

足

0 0.00

0 2,09

度

8 2,089 0 0 0 0

を

0 2,098 2,08

高

9 0 0 0 0

○ ○ ○ ● ○

め

○ ○

窓口センターの機

る

能充実に向けて、業務

方

内容や人員配置、施設

策

・設備等の執行体制等

業

について、多角的に検

有

討を重ねましたが、
コ

効

ストの増大に見合う効

性

果が期待できないとの

継

判断に至ったため、事

続

業を廃止します。

転入

に

、転出等の届出受付は

よ

、本庁のみであるため

る

、窓口
センターに機能

成

設置することは、住民

果

サービスの向上に
つな

向

がると考え検討してき

上

ましたが、実施するに

の

は多く
の課題がありま

可

す。①知識経験ある職

能

員配置②国保等関
連す

性

る窓口も同時に行わな

低

ければ二度手間となる

そ

。課題
クリアには人件

の

費等相当の費用がかか

他

り、利用予想数か
ら見

事

ても費用対効果が薄い

業

ため本事業は廃止しま

の

す。

目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

住民異動の届出は、市

出

民にとって頻度の高い

総

届出ではな
○□ いので

合

、本庁のみでの取り扱

評

いでもそれほど不便を

価

感じ

□ ることはないと

市

考えます。 ●
□
□ 保険

民

年金課、こども家庭課

ニ

等他課の届出の受付が

ー

窓口セ
○■ ンターでで

ズ

きないと、改めて本庁

高

へ行くことになり、二

事

□ 度手間となり、市民

業

にとってはかえって不

目

便となります ●
□ 。

□

的

専門業務に熟練した職

の

員の配置や業務スペー

達

スの確保等
○

□ を考慮

成

すると、現状の窓口セ

状

ンターの大幅な執行体

況

制の
○

■ 見直しが必要

必

となります。
●

□
■ 届

要

出件数の見込みを考慮

性

すると、コストに見合

市

うだけの
○

■ 事業効果

の

があるか慎重な見極め

関

が必要です。
○

□
●

□

与

住民異動の届出が可能

の

となる窓口センターの

必

実現には、市民課の窓

要

口業務だけでなく、他

性

課の業務との関係など

低

多くの課題があ
ります

事

。

市民窓口センター市

そ

民窓口センター

の機能

の

・職員体制の機能・職

他

員体制

等検討、施設整

上

備等検討、施設整備

の



1 頁

そ

れている

利用時間の拡

の

大ではなく、施設等の

他

充実を優先したため

勤

　

労会館、桃浜町庭球場

】

及び軟式庭球場につい

【

て、指定管理者制度の

協

導入にともない利用時

働

間を拡大しました。

Ａ

：

：成果があがった

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

窓口

種

開庁時間等の拡大推進

類

事業

企画部　行財政改

ハ

革推進課

00－xxx ーxxx－xx0000 ド○ ●

11 市民と市がコ

ソ

ミュニケーションを重

フ

ね、相互の信頼関係を

ト

深めるために
行政改革

根

の
01 市民と市がコミ

拠

ュニケーションを重ね

法

、相互の信頼関係を深

令

めるために
位置付け

0

等

3 誰もが利用しやすい

対

行政サービスの提供

市象 民等         ・      ～ 平成２受 ２年度

□ □ □ □

市役所

益

窓口や市の公共施設の

者

利便性が高まり、市民

事

サービスの 市民サービ

業

スの充実を図るため、

期

市役所本庁舎等の窓口

間

開庁時
充実が図られて

委

います。 間、休日開庁

託

のあり方を検討します

、

。また、利用者ニーズ

協

を的
確に把握し、利用

働

者の利便性を向上する

【

ため、中央図書館、市

委

民センターなどの利用

託

時間等の拡大について

：

検討します。

利便性を

3

向上させる施設等 施設

セ

平成19年度に対する

ク

施設等の増加数

2 4 6

・

- - -

3 3

- -

- - -

財

-

各年度ごとの導入施

団

設の利用増加率（年間

企

） %

導入後の施設利用

業

者数／導入前の施設利

Ｎ

用者数×100

3 3 3

Ｐ

- - -

10.4 18

-

Ｏ

-

- - - -

②：若干遅



2 頁

位

の拡大の検討

0 0 0 0

施

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

策

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

へ

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

の

0

0 0 0 0 0 0 0

0.

貢

00 0.00 0.00

献

0.00 0.35 0.

高

27 0.20 0.00

市

0.00 0.00

0.

民

00 0.00 0.00

満

0.00 0.00 0.

足

00 0.00

0 2,9

度

37 2,257 1,6

を

52 0 0 0

0 2,93

高

7 2,257 1,65

め

2 0 0 0

○ ○ ○ ○ ● ○

る

○

開庁時間の拡大によ

方

り新たな費用が発生す

策

るため、導入について

業

費用対効果を考慮し、

有

慎重に検討する必要が

効

あります。

市民ニーズ

性

の把握に努めるととも

継

に、開庁時間の拡大以

続

外の方法について、研

に

究を進めます。

市民サ

よ

ービスの向上と費用対

る

効果を踏まえて今後取

成

り組
む必要があり、開

果

庁時間の拡大以外の方

向

法についても研
究を進

上

めます。

の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

窓口開庁時間等の拡大

出

により、利用者の増加

総

が図られて
●□ いるこ

合

とから、市民ニーズに

評

合致しており、必要性

価

は高

□ いものと考えま

市

す。 ○
□
□ 窓口開庁時

民

間等の拡大は、利用者

ニ

の利便性を高めること

ー

●■ から、市民満足度

ズ

を高める有効な事業と

高

考えます。

□ ○
□
■ 窓

事

口開庁時間等の拡大推

業

進は、施設利用者の増

目

加になっ
●

□ ているこ

的

とから、その目的、対

の

象、内容ともに妥当で

達

あ
○

□ ると考えます。

成

○
□
□ 窓口開庁時間等

状

の拡大には、指定管理

況

者制度、外部委託
●

□

必

制度の活用等により進

要

められ、効率的な手段

性

により推進
○

□ してい

市

ます。
○

■

市民、利用

の

者のニーズを的確に把

関

握するとともに、効率

与

的、効果的な手法の検

の

討が必要であると考え

必

ます。

通年休日開庁、

要

年通年休日開庁、年通

性

年休日開庁、年

度末年

低

度始めの休度末年度始

事

めの休度末年度始めの

そ

休

日開庁、利用時間日

の

開庁、利用時間日開庁

他

、利用時間

等の拡大の

上

検討 等の拡大の検討 等



1 頁

そ

度：100％）

47 －

の

－ －

②：若干遅れてい

他

る

見直し基準に適合し

　

ない補助金については

】

、平成２２年度に一括

【

して見直すため

補助金

協

交付要綱について見直

働

しを進め、２１１件中

：

１３９件を見直しまし

】

た。

Ｂ：おおむね成果

目

があがった

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

補助

種

制度適正化事業

企画部

類

　財政課

00－xxx ハxxx－xx0000 ー○ ●

11 市民と市がコ

ド

ミュニケーションを重

ソ

ね、相互の信頼関係を

フ

深めるために
行政改革

ト

の
01 市民と市がコミ

根

ュニケーションを重ね

拠

、相互の信頼関係を深

法

めるために
位置付け

0

令

3 誰もが利用しやすい

等

行政サービスの提供

 対           象   ～ 平成２２年度・

□ □ □ □

各個別補助金

受

の見直しが進み、補助

益

制度の適正化が図られ

者

てい 補助制度の適正化

事

を図るため、法令等に

業

基づき交付が義務付け

期

ます。 られている補助

間

金を除き、各個別補助

委

金交付要綱について、

託

３
年を限度に見直しま

、

す。

補助金要綱見直し

協

件数 件

補助要綱を見直

働

した件数

84 168 2

【

11 － － －

135 13

委

9

- -

- - - - - -

-

託

補助金交付要綱適正化

：

達成率 ％

現在211件

3

ある補助金交付要綱適

セ

正化を計画的に進める

ク

。平成20年度：40

・

％、平成21年度：4

財

0％、平成2
2年度：

団

20％

40 80 － － －

企

64 66

補助金交付等

業

の見直し額 百万円

現在

Ｎ

２１１件ある補助金交

Ｐ

付要綱適正化を計画的

Ｏ

に進める（平成22年



2 頁

位

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

施

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

策

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

へ

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

の

0 0

0.00 0.00

貢

0.00

0.00 0.

献

20 0.20 0.20

高

0.00 0.00 0.

市

00

0.00 0.00

民

0.00 0.00 0.

満

00 0.00 0.00

足

0 1,679 1,67

度

2 1,652 0 0 0

0

を

1,679 1,672

高

1,652 0 0 0

○ ○

め

○ ○ ○ ● ○

平成２０年

る

度から補助金交付要綱

方

の適正化を行い、すべ

策

ての補助金交付要綱（

業

２１１件）を見直しま

有

した。今後も、補助金

効

等の
廃止や補助率・対

性

象の見直し等について

継

は、財政健全化プラン

続

の中で進行管理を行っ

に

ていきますが、要綱の

よ

見直しに係る本適正
化

る

事業は終了となります

成

。

恒常的に交付してい

果

る補助金、すでに目的

向

を達成してい
る補助金

上

、縮小･廃止･統合等

の

が可能な補助金等につ

可

いて
引き続き見直しを

能

進めることで、補助金

性

の適切な運用を
図りま

低

す。

その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

一度決められた補助金

出

は、固定化し、特定の

総

ものの既得
●□ 権であ

合

るかのよになる恐れも

評

ありますので、定期的

価

な見

□ 直しをします。

市

○
■
□ 補助金の必要性

民

や効果などの観点から

ニ

見直しを進めるこ
●■

ー

とで、税等が適切に使

ズ

われるようにします。

高

□ ○
□
■ 補助金交付要

事

綱に、その目的や使途

業

を明確にするととも
●

目

□ に、対象外経費など

的

も明らかにし、補助金

の

の適切な運用
○

□ を進

達

めます。
○

□
□ 補助金

成

交付要綱に有効期限を

状

定め、年限が来ると定

況

期的
●

■ な見直しを行

必

うように、仕組みづく

要

りをしています。
○

□

性

○
■

補助金交付要綱に

市

ついて見直しを継続し

の

引き続き補助金の交付

関

基準の明確化と整理統

与

合を進めていくととも

の

に、補助金の見直し
基

必

準に適合しない補助金

要

についても、検討を進

性

めて行きます。

補助金

低

交付要綱の平成23年

事

度以降の平成23年度

そ

以降の

見直し、平成2

の

3年継続・廃止を検討

他

継続・廃止を検討

度以

上

降の継続・廃

止を検討



1 頁

そ

が統合となりました。

の

また、湘南ひらつかフ

他

ラワーシティは、今後

　

は平塚市園芸協会主催

】

事業とし
て実施します

【

。

Ａ：成果があがった

協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

イベ

種

ント見直し事業

企画部

類

　行財政改革推進課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
03 誰もが利

等

用しやすい行政サービ

対

スの提供

市民、職員  象           ・   ～ 平成２１年度受

□ □ □ □

必要性、効率

益

性などを考慮し、開催

者

目的に合致したイベン

事

トが 効率的・効果的な

業

イベントを開催するた

期

め、開催基本方針や見

間

開催されています。 直

委

し指針などにより、イ

託

ベントのスクラップア

、

ンドビルドを推
進しま

協

す。

見直しの対象とし

働

たイベント数 件

各課か

【

ら報告を受けたイベン

委

トの総数

140 139

託

140 139

- -

- -

：

-

イベントの統廃合数

3

件

見直しを行って統廃

セ

合により減ったイべン

ク

トの数

1 2

1 13

- -

・

- -

-

①：予定どおり

財

平成２２年度当初予算

団

編成等において、「体

企

験・馬入の渡し」など

業

７事業が廃止、健康フ

Ｎ

ェスティバルなど４事

Ｐ

業が休止、浅間
祭と青

Ｏ

少年健全育成のつどい



2 頁

位

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

施

0

0 0 0 0 0 0 0

0.

策

00 0.00 0.00

へ

0.00 0.40 0.

の

40 0.00 0.00

貢

0.00 0.00

0.

献

00 0.00 0.00

高

0.00 0.00 0.

市

00 0.00

0 3,3

民

57 3,343 0 0 0

満

0

0 3,357 3,3

足

43 0 0 0 0

○ ○ ○ ○

度

○ ○ ●

平成２２年度か

を

らは『財政健全化プラ

高

ン推進事業』の中で、

め

各所管課へ見直しを呼

る

び掛けていきます。

財

方

政健全化プランの中に

策

もイベントの見直しを

業

位置付け
ていますので

有

、平成２２年度からは

効

財政健全化プラン推
進

性

事業に統合して、引き

継

続き見直しを図ってい

続

きます。

による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

イベントの見直しを積

出

極的に、また計画的に

総

取り組むこ
●■ とで、

合

次年度以降の予算にも

評

反映されます。

■ ○
□

価

□ 見直しを行うことで

市

、所期の目的や実施の

民

必要性を検証
●□ する

ニ

ことができます。

■ ○

ー

□
■ 厳しい財政状況下

ズ

において、事業の選択

高

と集中を行うこ
●

□ と

事

により、財政健全化に

業

もつながります。
○

□

目

○
□
■ 行政内部による

的

見直しだけでなく、仕

の

事の点検作業など
○

□

達

による市民の意見等を

成

検証して、事業の見直

状

しを行って
●

□ いきま

況

す。
○

□

市で行ってい

必

るイベントの中には、

要

民間でも行われている

性

ものや、地域によって

市

温度差があっても一律

の

的に行われているもの

関

な
どもあります。こう

与

したイベントに関して

の

、予算の大小にかかわ

必

らず、今後も見直して

要

いく必要があります。

性

イベント開催妥当イベ

低

ント開催妥当

性の検証

事

とイベン性の検証とイ

そ

ベン

ト統廃合の検討 ト

の

統廃合の検討

0 0 0 0

他

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

上

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0



1 頁

そ

保険システム及び福祉

の

総合システム、健康管

他

理システムの開発に取

　

り組み、保険システム

】

を本稼働しました。

Ａ

【

：成果があがった

協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

基幹

種

システムのオープンシ

類

ステム化事業

企画部　

ハ

広報・情報政策課

01 ー－020108－01 ド0000 ○ ●

11 市民

ソ

と市がコミュニケーシ

フ

ョンを重ね、相互の信

ト

頼関係を深めるために

根

行政改革の
01 市民と

拠

市がコミュニケーショ

法

ンを重ね、相互の信頼

令

関係を深めるために
位

等

置付け
03 誰もが利用

対

しやすい行政サービス

象

の提供

職員      ・         ～ 受 平成２２年度

□ ■ □ □

益

業務担当課がシステム

者

を選択しやすい環境が

事

整備されていると 業務

業

担当課がシステムを選

期

択しやすい環境を整備

間

するため、段
ともに、

委

増大しているホストコ

託

ンピュータの運用コス

、

トの削減 階的にオープ

協

ンシステム（サーバに

働

よるシステム）に移行

【

しま
が図られています

委

。 す。

オープンシステ

託

ム移行割合 %

オープン

：

システムシステム数／

3

全業務数（42）×1

セ

00

60 100 100

ク

60 100

運用経費割

・

合 %

平成17年度を1

財

00とした場合の運用

団

経費

131 147

12

企

8 140

運営経費削減

業

額 百万円

手数料、ＯＡ

Ｎ

機器関係借上料の削減

Ｐ

（平成21年度対比）

Ｏ

161

①：予定どおり



2 頁

位

,533 884,18

施

5 884,185 0 0

策

0.00 0.00 0.

へ

00

0.00 5.00

の

4.60 3.00 3.

貢

00 0.00 0.00

献

0.00 0.00 0.

高

90 0.90 0.90

市

0.00 0.00

0 4

民

1,955 41,54

満

3 27,846 27,

足

846 0 0

0 41,9

度

55 841,076 9

を

12,031 912,

高

031 0 0

● ○ ○ ○ ○

め

○ ○

平成２１年度でオ

る

ープン化は終了するた

方

め、行政改革事業とし

策

ての位置付けは終了と

業

なります。今後は、事

有

務事業として全オー
プ

効

ン化システムの継続的

性

運用を行います。

オー

継

プン化は終了し、全オ

続

ープン化システムの継

に

続的運用を行います。

よ

新システムへの移行及

る

び安定運用に向け、開

成

発業者・業
務担当課と

果

連携して環境整備を進

向

めていきます。

上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

増大するホストコンピ

出

ュータの運用コストを

総

削減するた
●■ めに、

合

オープンシステムへの

評

移行は必要です。

□ ○

価

□
□ オープンシステム

市

への移行によって、業

民

務担当課がシス
●□ テ

ニ

ムを選択しやすい環境

ー

が整備されます。

■ ○

ズ

□
■ 業務担当課の環境

高

整備が図られるととも

事

に、運用コスト
○

□ の

業

削減も図られます。
●

目

□
○

□
□ 段階的にオー

的

プンシステムに移行す

の

ることで、開発の負
○

達

■ 荷を軽減します。
●

成

□
○

□

スケジュールに

状

沿って、国保・介護・

況

年金システム等の開発

必

と本稼働を行い、ホス

要

トコンピュータを撤去

性

します。

第１・２グル

市

ープ第３・その他グル

の

全オープンシステ全オ

関

ープンシステ

の運用開

与

始、第３ープの運用開

の

始、ムの継続的運用 ム

必

の継続的運用

・その他

要

グループホストコンピ

性

ュー

の調達・開発 タの

低

撤去

0 0 0 0 0 0 0

0

事

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

そ

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

の

0 0 799,533 8

他

84,185 884,

上

185 0 0

0 0 799



1 頁

そ

を行うためのチェック

の

リスト（案）を作成し

他

ました。これを基に１

　

１
９番入電時の受信者

】

による緊急度・重症度

【

の判断と、救急隊員の

協

判断を比較検討し、ア

働

ンダートリアージ（重

：

症な人を軽症と見
なす

】

こと）を防ぐためにチ

目

ェックリストを見直し

的

ました。

Ａ：成果があ

・

がった

目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

11

種

9番トリアージ事業

消

類

防本部　消防救急課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
03 誰もが利

等

用しやすい行政サービ

対

スの提供

市民 平成２０象 年度 ～ 平成２１年・ 度

□ □ □ □

119番ト

受

リアージ（救急の優先

益

順位）の試行により、

者

救急車の 救命率の向上

事

と救急業務の公正性及

業

び公平性を確保するた

期

め、
適正利用に向けた

間

検証が進んでいます。

委

119番トリアージを

託

試行します。

試行に向

、

けた進捗率 %

平成20

協

年度：検討委員会設置

働

20％、平成21年度

【

：チェックリスト作成

委

：30％、平成22年

託

度：試行50％

20 5

：

0 100 -

30 100

3

- -

- - - -

試行件数

セ

件

平成21年度：月３

ク

日（1日平均31件）

・

を実施、平成22年度

財

：全通報に対して実施

団

する。

- 1,116 1

企

1,323 -

2,50

業

0

- -

- - - -

①：予

Ｎ

定どおり

１１９番トリ

Ｐ

アージ委員会を設置し

Ｏ

、１１９番トリアージ



2 頁

位

救急入電

及び各調査 ア

施

ージ方法の検討時のト

策

リアージの

及び試行 実

へ

施

0 0 0 0 0 0 0

0 0

の

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

貢

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

献

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

高

0 0 0

0.00 0.0

市

0 0.00

0.00 1

民

.10 0.80 0.8

満

0 0.00 0.00 0

足

.00

0.00 0.1

度

0 0.10 0.10 0

を

.00 0.00 0.0

高

0

0 9,573 7,0

め

30 6,949 0 0 0

る

0 9,573 7,03

方

0 6,949 0 0 0

○

策

○ ○ ○ ○ ● ○

１１９番

業

トリアージ事業は、平

有

成２１年度まで試行を

効

行い、平成２２年度に

性

本格導入となったこと

継

から、当初の目的は達

続

成した
ため終了となり

に

ます。

アンダート

よ

リアージを防ぐため、

る

継続的に１１９番トリ

成

アージチェックリスト

果

を見直します。

１

向

１９番トリアージ事業

上

の導入は、市民の安心

の

・安全の
ために効果が

可

あり、救急車の適正利

能

用も期待できるため
、

性

継続して進める必要が

低

あります。

その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

１１９番入電時に、緊

出

急度・重症度の判定を

総

行い、限ら
●□ れた救

合

急資源を緊急度・重症

評

度が高い傷病者に投入

価

する

■ 事業は必要性が

市

高いものと考えます。

民

○
□
■ 緊急度・重症度

ニ

が高い傷病者に対し、

ー

現場のマンパワー
●■

ズ

を増やすことは、市民

高

に対して安心と安全を

事

提供するこ

■ とができ

業

ます。 ○
□
■ １１９番

目

入電時に、緊急度・重

的

症度のトリアージを行

の

い
●

■ 、重症者には現

達

場のマンパワーを増や

成

し、軽症者には救
○

□

状

急車の適正利用を促す

況

などして救急資源の有

必

効利用を図
○

□ ること

要

ができます。

□ 緊急度

性

・重症度が低く、救急

市

車を必要としない傷病

の

者に
○

□ 対して民間救

関

急やタクシー等の交通

与

手段の利用を促し、
●

の

■ 救急車の適正利用を

必

進めます。
○

□

１１９

要

番トリアージ事業は、

性

１１９番入電時に正確

低

な判断を必要とするた

事

め、定期的にチェック

そ

リストの見直しを実施

の

する必要
があります。

他

検討委員会の設立調査

上

に基づくトリ１１９番



1 頁

そ

する消防団員の公募に

の

応募がありませんでし

他

た。

特殊技能（応急手

　

当普及員の資格等）を

】

有する消防団員を公募

【

したが、応募がありま

協

せんでした。そのため

働

、現有消防団員に普
通

：

救命講習を実施し、救

】

命率の向上を図りまし

目

たが、応急手当普及員

的

の養成には至りません

・

でした。

Ｃ：十分

目

に成果をあげることが

標

できなかった

事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

機能

種

別消防団員制度導入事

類

業

消防本部　消防救急

ハ

課

00－xxxxxx ー－xx0000 ○ ●

1

ド

1 市民と市がコミュニ

ソ

ケーションを重ね、相

フ

互の信頼関係を深める

ト

ために
行政改革の

01

根

市民と市がコミュニケ

拠

ーションを重ね、相互

法

の信頼関係を深めるた

令

めに
位置付け

03 誰も

等

が利用しやすい行政サ

対

ービスの提供

市民   象           ・  ～ 平成２１年度

□

受

□ □ □

特殊技能（応急

益

手当普及員の資格等）

者

を有する消防団員が救

事

急 現有している消防団

業

に特定の活動、役割の

期

みを実施する機能別
講

間

習、消防訓練等の啓発

委

活動に参加し、指導す

託

ることにより、 消防団

、

員制度を導入します。

協

災害の未然防止、救命

働

率の向上が図られてい

【

ます。

特殊技能（救急

委

指導員の資格等）を有

託

する団員数 人

現有する

：

消防団員385名の他

3

に特定の役割を持った

セ

消防団員を公募する。

ク

5 10

- 0

- -

- - -

・

-

啓発活動の指導者と

財

して講習会等を実施す

団

る回数 回

特殊技能（救

企

急指導員の資格等）を

業

有する団員を指導者と

Ｎ

して実施する回数

6 1

Ｐ

8

- 0

- -

- -

③：遅

Ｏ

れている

特殊技能を有



2 頁

位

00 0.00

0.00

施

1.00 0.70 0.

策

00 0.00 0.00

へ

0.00

0.00 0.

の

00 0.00 0.00

貢

0.00 0.00 0.

献

00

0 8,391 5,

高

850 0 0 0 0

0 8,

市

391 5,850 0 0

民

0 0

○ ○ ○ ● ○ ○ ○

機

満

能別消防団員制度は、

足

全国的な消防団員不足

度

の対応策として国が通

を

知したものですが、本

高

市における消防団員の

め

充足率は高く
推移して

る

おり、早急な導入の必

方

要性はないと判断しま

策

した。

新たな機能

業

を持つ消防団員制度を

有

早急に導入する必要性

効

はありませんが、今後

性

消防団員が大きく減少

継

することも
考えられる

続

ため、継続して調査・

に

検討する必要がありま

よ

す。

る成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

現在、消防団員の充足

出

率が高いため市民ニー

総

ズはありま
○■ せんが

合

、導入時には市が制度

評

化する必要があります

価

。

■ ●
□
□ 今後、消防

市

団員が大きく減少する

民

ことも考えられるため

ニ

○□ 、機能別消防団員

ー

制度を含めた消防団員

ズ

の入団促進対策

■ を調

高

査・研究する必要があ

事

ります。 ●
□
□ 制度の

業

内容によっては、消防

目

団員の活動と重複する

的

可能
○

□ 性もあること

の

から、導入については

達

慎重に見極める必要
○

成

■ があります。
●

□
□

状

機能別消防団員の活動

況

は限定的なものであり

必

、制度の導
○

□ 入と比

要

較すると、消防団員の

性

活動内容を広くするこ

市

とで
○

■ 効率化を図る

の

ことができます。
●

□

関

今後、消防団員の減少

与

を防止するために、消

の

防団の入団促進につい

必

て調査・研究する必要

要

があります。

機能別消

性

防団員制制度の充実及

低

び積

度化の導入 極的な

事

運用

0 0 0 0 0 0 0

0

そ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

他

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

上

0 0 0 0

0.00 0.



1 頁

そ

22.2 21 21.2

の

21.4 21.6

20

他

.4 20.2

①：予定

　

どおり

燃せるごみの減

】

量を行うため、市民団

【

体とともに水きりのキ

協

ャンペーンを実施しま

働

した。資源再生物の分

：

別指導を行うため、緊

】

急雇用対策事業を活用

目

して現場での指導を実

的

施した。紙ごみの分別

・

を徹底するようにチラ

目

シの作成や自治会を通

標

じた回覧の作成
を行い

事

ました。また、3月に

業

「ごみ減量フォーラム

の

」を実施し、市民へご

概

みの減量の必要性を発

要

信しました。

Ｂ：おおむね成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

ごみ

種

の減量化・資源化等推

類

進事業

環境部　資源循

ハ

環課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

11 市民と市がコミュ

ソ

ニケーションを重ね、

フ

相互の信頼関係を深め

ト

るために
行政改革の

0

根

1 市民と市がコミュニ

拠

ケーションを重ね、相

法

互の信頼関係を深める

令

ために
位置付け

03 誰

等

もが利用しやすい行政

対

サービスの提供

□ □ □

象

□

市民、事業者に対し

・

て、ごみの処理施設等

受

の状況を伝えること ご

益

みを安定的に処理する

者

ために、キャンペーン

事

等を通じてごみ
により

業

、減量化、資源化など

期

の必要性を訴えて、ご

間

みの総量を の減量化の

委

必要性を伝えます。
減

託

らしていきたい。

事業

、

系ごみ多量排出者への

協

指導件数 件

前年度の排

働

出実績に基づく指導件

【

数

68 65 62 59 5

委

6 55

68 63

多量排

託

出事業所への立入調査

：

社

前年度の排出実績に

3

基づく多量排出事業所

セ

への立入調査数

5 8 1

ク

0 13 15 15

1 10

・

多量排出事業者による

財

排出量削減率 %

前年度

団

と前々年度の排出実績

企

を比較した削減率

2 2

業

2 2 2 2

3 6.5

ごみ

Ｎ

資源化率 %

資源化量／

Ｐ

ごみの総排出量×10

Ｏ

0（前年度実績）

22



2 頁

位

化等推進事業

」の提出

施

要求、実

践例の紹介

0

策

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

へ

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

の

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

貢

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

献

0

0.00 0.00 0

高

.00

0.00 0.2

市

0 0.50 0.40 0

民

.40 0.40 0.4

満

0

0.00 0.00 0

足

.00 0.00 0.0

度

0 0.00 0.00

0

を

1,679 4,178

高

3,304 3,304

め

3,304 3,304

る

0 1,679 4,17

方

8 3,304 3,30

策

4 3,304 3,30

業

4

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

市は

有

、排出抑制、資源化、

効

リサイクル化などで減

性

量化を促します。市民

継

に対しては、このよう

続

な考え方を機会を捉え

に

て訴えてい
きます。ま

よ

た、焼却量を削減する

る

ため、剪定枝等の資源

成

化、新たなごみ減量化

果

策については、検討し

向

ていきます。

ごみの減

上

量に適した新しいごみ

の

の分別区分の作成に取

可

り組みます。

新しい減

能

量化策、分別方法の作

性

成、周知に取組んでい

低

き
ます。

その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

ごみの減量は、焼却施

出

設の運転を長期的に、

総

安定的に行
●■ うため

合

に必要です。

□ ○
□
□

評

ごみの減量に対する理

価

解を深めるために、継

市

続して周知
●□ を行う

民

ことは、ごみの減量を

ニ

進めるためには必要で

ー

す。

■ ○
□
■ ごみの排

ズ

出は、市民１人１人が

高

毎日行うことなので、

事

市
●

□ 民のごみに対す

業

る理解を深めていただ

目

くことは、将来の
○

□

的

ごみ処理を考えると必

の

要です。
○

□
□ キャン

達

ペーンやＰＲ用のチラ

成

シの作成をする等様々

状

な手
○

□ 段を使って、

況

ごみ減量化の必要性を

必

訴えていきます。
●

■

要

○
□

ごみの減量化は喫

性

緊の課題です。市は、

市

３Ｒの考え方に沿って

の

減量化・資源化を実施

関

していきます。市民に

与

対しては、機会を捉
え

の

てごみの現状を訴えて

必

いきます。

多量排出事

要

業者にごみの減量化・

性

資ごみの減量化・資ご

低

みの減量化・資ごみの

事

減量化・資ごみの減量

そ

化・資

「減量化等計画

の

書源化等推進事業 源化

他

等推進事業 源化等推進

上

事業 源化等推進事業 源



1 頁

そ

。

100 40

100 4

の

0

①：予定どおり

工事

他

の円滑で効率的な執行

　

をするため、新土木積

】

算システムを導入しま

【

した。

Ａ：成果があが

協

った

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

新土

種

木積算システム導入事

類

業

総務部　契約検査課

ハ01－020101－ ー150000 ○ ●

11

ド

市民と市がコミュニケ

ソ

ーションを重ね、相互

フ

の信頼関係を深めるた

ト

めに
行政改革の

01 市

根

民と市がコミュニケー

拠

ションを重ね、相互の

法

信頼関係を深めるため

令

に
位置付け

03 誰もが

等

利用しやすい行政サー

対

ビスの提供

職員    象           ・ ～ 平成２１年度

■ □

受

□ □

新土木積算システ

益

ムを導入することによ

者

り、システムの管理と

事

効率的な積算業務を行

業

うため、土木積算専用

期

パソコンによるこ
積算

間

業務が効率的に行われ

委

ています。 となく、職

託

員に配備された事務用

、

パソコンで積算業務を

協

行うこ
とができる新土

働

木積算システムを導入

【

した。

積算業務可能パ

委

ソコン台数(土木積算

託

従事者） 台

平成20年

：

度で専用パソコンの使

3

用を廃止し、平成21

セ

年度から事務用パソコ

ク

ンを用いて積算業務を

・

行う。

11 56

11 5

財

7

土木積算用単価の更

団

新作業やパソコンの管

企

理業務の割合 %

土木工

業

事積算用単価の調査や

Ｎ

調整及び専用パソコン

Ｐ

の維持管理に要する業

Ｏ

務が60%削減される



2 頁

位

算システムの導入算シ

施

ステムの導入

・運用 ・

策

運用

0 0 0 0 0 0 0

0

へ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

貢

0 0 2,940 2,9

献

40 0 0 0

0 0 2,9

高

40 2,940 0 0 0

市

0.00 0.00 0.

民

00

0.00 0.90

満

0.90 0.90 0.

足

00 0.00 0.00

度

0.00 0.00 0.

を

50 0.20 0.00

高

0.00 0.00

0 7

め

,552 9,246 8

る

,115 0 0 0

0 7,

方

552 12,186 1

策

1,055 0 0 0

○ ○

業

○ ○ ○ ● ○

新土木工事

有

積算システムの導入完

効

了。システムの研修等

性

を行い、システムの効

継

率的な運用を図ります

続

。

システムの効率的な

に

運用を図ります。

新検

よ

査システムの導入によ

る

り、経費の節減と効率

成

的な事
務執行が可能と

果

なりました。

向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

工事が適切に行われた

出

かどうかの判断を行う

総

事業である
●□ ため、

合

また、効率的な積算業

評

務を行う事業のため必

価

要性

■ が高くなります

市

。 ○
□
□ 請負業者に対

民

する工事評定を適正に

ニ

行い通知していくこ
●

ー

□ とにより、今後の請

ズ

負工事に活かされるた

高

め有効性は高

■ い。ま

事

た、コスト縮減を実行

業

するためにも効率的な

目

積算 ○
□ システムの導

的

入が必要となります。

の

■ 工事が適切に行われ

達

たかどうかの判断を行

成

う事業である
●

□ ため

状

、また、効率的な積算

況

業務を行う事業のため

必

妥当性
○

■ が高くなり

要

ます。
○

□
■ 年度末に

性

検査が集中する傾向が

市

あり、円滑な事務処理

の

及
●

□ び評価に支障を

関

きたす恐れがあります

与

。
○

□
○

□

新土木積算

の

システムを導入したこ

必

とにより、迅速性・効

要

率化が図られた。シス

性

テムの研修等を行うこ

低

とにより一層の正確性

事

の確
保が必要

専用パソ

そ

コンの使専用パソコン

の

の使新土木積算システ

他

用廃止、新土木積用廃

上

止、新土木積ムの運用
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